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はじめに
　昭和恐慌対策である時局匡救事業や農山漁村
経済更生運動の側面からも，また1931年の満州
事変後の広義国防国家建設に資するためにも，
政府・農林省は産業組合による農家経済・生活
関連事業に重要な位置を与えることになった。
そのなかで，医療利用事業は，内務省衛生局及
び社会局による時局匡救医療救護事業の展開と
も相まって，さらに，高度国防国家建設のため
の人的資源政策たる健民健兵政策＝保健国策の
樹立とも連関して，重視されるようになり，経
済更生運動，産業組合拡充計画において次第に
重要な位置を占めるようになる。産業組合によ
る医療利用事業たる医療利用組合は，この時期
にはある面で「自主的・自律的」な社会運動と
して発展しつつあり，町村組合兼営事業として
のそれから，広区域単営組合が青森・秋田・岩
手など東北地方を中心に展開し，また首都東京
でも賀川豊彦・新渡戸稲造・馬嶋僩らによっ
て主導された東京医療利用組合が設立され，さ
らに，32年 4 月に「自主的協同運動」として自
律的に全国的組織＝全国医療利用組合協議会を
形成するところまで発展していた［医療組合運
動（以下，医組），32/4/24，p.6；同，32/5/26，
p.2］。
　こうした状況においても，医事行政の主務管
庁たる内務省衛生局の側にも，産業組合行政の
主務管庁たる農林省の側にも明確な医療利用組
合政策は存在していなかった。この時点では，
東京医療利用組合の設立をめぐる対立抗争の
なかから，しかも昭和恐慌期の社会経済的諸条
件を背景とした経済更生運動，産業組合拡充計
画，時局匡救医療救護事業，やがて保健国策の
樹立といった事柄と関連をもちつつ，次第に医
療利用組合に関する諸政策が形成されていくこ
とになった。それは，医療利用組合運動におけ
る広区域単営時代から，連合会段階への展開＝
転回・医療利用組合運動の連合会組織による「統
制」に導いていった。
　農林省が連合会段階の医療利用組合政策，そ
の設立認可基準を決定し，指示したのは，35年
4 月に経済更生部が開催した第14回産業組合
主任官協議会（以下，協議会）においてであっ
た。この協議会において，蓮池公咲事務官は，
内務省は郡区域を超えるような広区域の医療
利用組合は認めないという方針なのではないか
という質問に答えて，次のような発言をしてい
る。「其ノ問題ハ内務省衛生局カラ地方庁ヘ通
牒ガ出テイルヤウデアリマス。之ハ農林省トシ
テハ知ラナカッタコトデアリマスガ，後ニナッ
テ判明シタ所ニヨルトソンナニ区域ノ大キナ医
療組合ヲ認メルコトハ適当デナイトイフノデ
アリマス。然シ私共ノ方トシテ町村単位ノ連合
組織デヤル方ガ弾力性モアリヤリ易イト思フ
ノデ，内務省ニ正面カラ反対スルトイフヨリモ
我々ノ方デモ寧ロ町村単位ノ組合ヲ糾合シテ連
合会組織ニシタ方ガ良イト思ヒマス。ツマリ内
務省ト農林省トハ理由ハ違フガ結果ニ於テハ単
位組合ハ町村区域ニスルトイフコトニ一致シタ
訳デアリマス。コノコトハ医療関係ノ会合デサ
ウ云フコトヲ云ッタラ，内務省ノ方デハ今更連
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合会組織ノ広区域ニ亘ルコトヲイケナイトモ言
ヘズ困ッタヤウデアリマス。兎ニ角単位組合ハ
地方的ニハ郡単位ヲ認メルコトモアルガ出来ル
ダケハ町村ニ止メル様ゴ指導願ヒタイ」［農林
省経済更生部（以下，経済更生部），1936，p.321］
と。この発言には，医療利用組合をめぐって内
務省衛生局と農林省とが連携をとらず，それぞ
れの行政権限内において対応し両者間に齟齬・
対立関係があったことと，医療利用組合政策が
形成されるに至る事の次第が示されている。
　本稿の課題は，医療利用組合運動の連合会組
織による統制に至る政策形成過程を，［日本医
師会］［内務省衛生局］―［内務省社会局］―［農
林省］［産業組合］の対抗関係において追究する
ことである。この課題については，すでに，国
民健康保険制度の形成過程との関わりにおいて
部分的には触れてきたし，また，前稿で内務省
衛生局による医療利用組合政策の形成過程を検
討した。したがって，本稿では，中心的には，産
業組合主任官協議会における農林省による指示
及び議論を検討することによって，この課題を
追究してみたい。農林省による医療利用組合政
策の形成過程を産業組合主任官協議会での議論
から確認し（Ⅰ），そして，この時期における医
療利用組合をめぐる内務省衛生局と農林省との
相剋を明らかにし（Ⅱ），さらに，35年 4 月には
農林省による医療利用組合運動の連合会組織に
よる系統的統制政策が確立されたことを第14
回協議会での指示及び議論を検討することで確
認していこう（Ⅲ）。
Ⅰ　農林省による医療利用組合政策の
形成過程
　 1 ．医療利用組合の員外利用をめぐって
　医療利用組合が医療機関を経営する場合には
経営組織の性格からして「特定多数人」を対象
とするが，その診療に従事する医師には医師法
上は応召義務があり不特定多数の公衆の需めに
応じなければならない。医療利用組合にとって
も地域社会に居住する組合員以外の人々の求め
に応じて診療することもその社会的使命を果た
すことにもなり，組織拡大にもつながる。その
ため，早い段階から「員外利用」を法規定によっ
て認めることを繰り返し求めてきた。25年の第
8 回協議会では島根県から協議事項として「購
買組合及利用組合ニ於テ其ノ区域内ノ組合員外
ニ購買物品ヲ売却シ又ハ設備ヲ利用セシメ得ル
樣法律改正セシメンコトヲ望ム」が提出された。
それは「県ノ事情カラ必要ヲ感ジテ提出シタモ
ノデ」，産業組合が有する隣保共助の性格から
して「組合ノ相互主義ヲ前提トシテハ当ヲ失シ
タ事ダトハ考ヘ」るが，「殊ニ病院経営ノ如キハ
事業ノ性質上組合員外ニ対シテモ良イト思フ」
ので「一般的ニ認ムルト云フ意味デハナク過剰
分ニ限ッテ」員外利用が可能となるように産業
組合法を改正することを求めた［農林省農務局，
1926，p.101］。
　26年の産業組合法改正によって設備利用事
業のうち，電気・瓦斯・水道・浴場については
員外利用が認められたが，医療設備は除外され
た。26年の第 9 回協議会ではこの点をめぐって
の質疑がなされた。東京の主任官から「利用設
備中医師及産婆設備ノ入ラナカッタノハ最初カ
ラ問題ニナラナカッタノテスカ」と質問された
のに対して，重政事務官は「種々問題カアリマ
シタカ差当リ勅令ノ通リ決定シタノテアリマ
ス」と簡単に答えただけだった［農林省農務局，
1927， p.41］。その背景には，医事行政の主務官
庁たる衛生局が医療利用組合の法的根拠，とり
わけ産業組合法による医療設備利用事業の医師
法との適合性に疑念を抱いている状況があっ
た。
 
　 2 ．1932年産業組合法改正と医療利用組合
の連合会形成
　医療利用事業に関して町村を超えた区域での
組合形成が問題になり，かつ農林省がそれを促
すことになるのは32年になってからであった。
32年 9 月の第11回協議会においては，7 月の
第63回臨時帝国議会でなされた産業組合法改
正中第 6 条ノ 3 及び施行規則第19条ノ 2 が「区
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域ガ道府県ノ区域ヲ超ユル組合及連合会ノ設立
認可及其ノ他ノ監督ヲ原則トシテ農林大臣ノ所
管トナシ且特殊ノ組合又ハ連合会ノ設立認可其
ノ他ニ関スル処分ニ付キテハ豫メ主務大臣ニ協
議スベキコト」［経済更生部，1933，p.13］とした
ことに関わって，その「特殊ノ組合」には製糸組
合と並んで「医療設備ヲ有スル組合又ハ連合会」
が指定されたことに付き「監督上遺憾無キヲ期
スル」ことが指示された（p.14）。この点につい
て特段の議論はなされていない。さらに，この
「特殊ノ組合」規定には「東京市，大阪市，京都
市ノ区域ヲ超エル組合」も指定されている。こ
の規定が設けられた背景に東京医療利用組合の
設立認可に関わる経緯があったことが類推され
る。32年法改正が医療利用組合を「特殊ノ組合」
に指定し，その認可等に際して主務大臣との協
議を求めたことは，事業の性格上他省庁の行政
権限と重なる部分があり，しかも考え方・方針
が異なることから，相互間で調整が必要である
ため，地方庁単独での判断に委ねられないから
であった。また，医療利用組合についても連合
会形成が法制上認められることになったが，こ
の時点ではまだ医療利用事業の連合会組織とは
どのようなものであるか，その経営・運営はど
のようになされるかなどの理論構築もなされて
いなかった。ただ，28年に鳥取県倉吉で利用組
合厚生病院を設立するに際して，産業組合東伯
郡部会が町村産業組合を会員とする連合会組織
を構想したことがあり，医療利用組合運動の内
的起動力は新たな組織構成を求めていた（この
時は，農林省は反対し認めなかった）［中部厚生
連，1955，p.5］。農林省は32年法改正をうけ，愛
知県碧海郡購販利組合連合会での医療利用事業
の設立を支援・指導するなかで具体的な経験を
積み，それを理論構築と政策形成に活かしてい
くことになる［産業組合（以下，産組），35/9，
pp.78-86］。
　 3 ．33年医師法改正と医療利用組合，そして
「連合会」組織
　33年 4 月の第12回協議会では，医療利用組
合に関して二つの事柄が問題とされた。一つ
は，医師法改正問題である。この問題について
は，まず，「現在ノ医師法デハ診療所ノ設置ガ自
由ニナッテ居ルノデアルガ今度ノ改正デ行政官
庁ノ許可ヲ要スルコトトナッタ，コノ認可ノ方
針ガドウナルカ議会ニ於イテ内務省側ノ法ノ
説明デハ産業組合デノ診療設備ヲ阻止スル意向
ハ毛頭ナイト云ッテ居ル」［経済更生部，1934，
p.21］と説明し，後の議論において，医師法改正
がなされた経緯として，財団法人実費診療所に
影響されて営利を目的として「非医師」によっ
て設立された「実費」や「軽費」を看板に掲げる
診療所のなかに「実費診療所ノ如キ不良診療所
ノアッタコト」を指摘するとともに，「東京ニ医
療組合ガ設立サレントシタ場合医師会ヨリ大イ
ナル反対ガアッタコレラガ産業組合ノ医療事業
ニモ許可制度ヲ要スルコトトナッタ原因デアル
ト思イマス」（p.78）と述べ，東京医療利用組合
設立問題がいかに重大な問題であり，利害関係
者間での深刻な対立・抗争を引き起こし，それ
が内務省衛生局による医師法改正・診療所取締
規則の制定に結果したことを明らかにした。農
林省としては，産業組合の医療利用事業である
医療利用組合の設立認可は産業組合法に拠づ
く自らの権限であり，「警察ノ許可ノ必要無シ
ト思」うとしながらも，「斯ノ様ニ改正ガナッタ
ノデ」これに従わざるをえないという考え方で
あった。医療利用組合については，「農家ノ病気
ト医療費ノ問題ハ人道上ノ問題ト思フ」「農家
経営調査ニ見ルモ衛生費ノ問題ハ大デアリ負債
ノ問題モ之ニ由ル処大デアル。農家ガ医者ヲ呼
ブニ15円20円ヲ要スル様ナ村ガ相当多イ。斯
ル村ニハ医療事業ヲ相当考エテモライタイ」「死
ノ近イ時医者ヲ呼ブ有様デハコレハ人道上ノ問
題デアル故積極的ニ働キカケル様ニ御尽力ヲオ
願イシタイト思イマス」（p.78）として，農村保
健医療問題――農家負債問題の主要な要因の一
つでもあった――に対処するために積極的にこ
れを設立するよう指導することを求めた。
　二つめの問題は，医療利用組合連合会組織形
態に関わる事柄である。これは青森県の主事の
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報告で医療利用事業の員外利用問題が提起され
たことに対する東京都梅原主事の発言が奇しく
も明らかにした問題である。梅原主事は「青森
県ノオ話デハ員外患者ガ来タ場合ニ一戸ノ医
師トシテ役目ヲ果タスヨリナイ」「実行組合ガ
加入シタ場合家族ガ利用シ得ルカノ質問ガデ
ルノガ不思議ト思イマス。実行組合ト云フモノ
ハ肉体ヲ持タザル法人デアル。其ノ家族ハ利用
シ得ナイト思イマス」，さらに，「実行組合ハ医
療利用組合ヲ利用シ得ル必要ナシ設備ノ利用ハ
ナシ得ズ」（p.82）と発言した。この発言からは，
33年 4 月の段階では，医療利用組合連合会なる
ものの組織及びガヴァナンスのあり方が明確
ではなかったことが分かる。いや，それどころ
か，梅原主事の発言のように，法には医療設備
利用事業の連合会が規定されたとしても，そも
そも「法人」が加入する「連合会」のあり方その
ものを否定する見解があったことが分かる。梅
原の発言は農事実行組合等の家族による員外利
用に関わるものであったが，発言内容には産業
組合に加入する法人の組合員による利用の問題
と員外利用の問題とが混在している。員外利用
は別にして，ここでは連合会に関わる加入「法
人」組合員の事業利用が問題となる。梅原の論
理でいけば，実行組合という法人は「肉体ヲ持
タザル法人」であるから，病気やけがをするこ
とはない。したがって，医療事業を利用するこ
とはありえない。この論理でいけば，町村産業
組合を所属単位組合として形成される医療利用
組合連合会においては，連合会に加入している
のは「法人」たる町村産業組合であり，その法
人は「肉体ヲ持タザル法人」であるから連合会
が行う医療事業を利用することはありえない。
ということは，こうした組織形態の医療利用組
合連合会は存立しえない。ありうる医療利用組
合連合会はそれぞれが物的・人的医療設備を有
して利用事業を行う医療利用組合の「連合組織」
であって，連合会自体が医療設備を設けて利用
事業を行うことはできないし，当然，それを所
属組合の組合員が利用することもありえない。
さらに，「連合会」に所属する医療利用組合相互
で他の組合の医療設備を利用することもでき
ない。産業組合課長である議長はこうした議論
を否定しているが，論拠ははっきりしない。番
外の事務官の発言はさらに意図が分からない。
ひょっとするとこの「協議会要録」が議論の全
てを正確に跡付けていないのかもしれないが。
　この問題について，医療利用組合行政を担当
した蓮池公咲は34年10月に刊行した『産業組
合法通義』において，物的・人的医療設備を組
合員の利用に供するのが「利用事業」であると
すると，産業組合に法人として加入している農
事実行組合等の組合員である零細農にして個人
ではその経済力から産業組合組合員とはなれな
い人々は医療設備を利用しえないのだろうかと
自問し，問題を次のように整理している。まず，
「利用設備」とは「其の利用関係に付き組合が支
配処理することを得る一体の設備（物的及び人
的）であって，一定の目的の為に組合員の便益
に供せらるるものを云う。従って又必ずしも当
該組合の所有又は直接支配に属する有形的設備
なる事を要しない」ことを確認したうえで，連
合会とそれに所属する産業組合との利用関係と
同様に，産業組合に所属する農事実行組合等の
法人に加入する組合員及びその家族は，「団体
の名に於いて団体の計算を以て」「医療設備を
利用」し得る。この場合においても「法律上の直
接の利用者は此等小団体であって，其の組合員
たる個人ではない」［蓮池公咲，1934，pp.87-9；
蓮池の医療利用組合論については，拙稿，2010］
との法解釈を示している。しかしながら，この
法解釈に至るためには，「団体の名に於いて団
体の計算を以て」ということも含め，「産業組合
と其の所属する連合会並びに当該組合員との間
における利用関係」（p.88）が明確に規定されな
ければならない。そのためには，更なる議論を
要した。
　 4 ．医療利用組合行政の展開
　34 年 4 月に開催された第 13回協議会では，
医療利用組合に関して更にいくつかの問題が議
論された。その主な議論には，第一に医療利用
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組合の事業に関わる問題，第二に反医療利用組
合運動など医師会との関係に関わる問題，第三
に医療利用組合連合会組織のあり方，あるいは
連合会組織による医療利用組合「統制」に関わ
る問題，第四に医療利用組合運動と行政との関
係に関わる問題があった。これらの諸問題は整
理されたかたちで議論されたわけではなく，各
県の状況報告とそれに関わる質疑のなかに確認
できるものである。
　先に第二と第四の問題に簡単にふれておこ
う。
　第二の問題については，医師会による反医療
利用組合運動は商権擁護同盟等とともに反産運
動の大きなうねりを作りだしたが，岩手県では
「医療組合熱ノ勃興ニ伴ヒ」「組合病院設立ニ際
シテハ予メ医師会ト連絡協調セラレムコトヲ要
求シテイル程度」［経済更生部，1935，p.23］に後
退しているとされ，秋田県では「医師会ノ反対
ハ始メハ理論的デアリマシタガ最近ハ医療組合
ノアラ拾イヲヤッテ居ルニ過ギマセン」とこれ
また低調に帰していると報告された。
　第四の医療利用組合運動と行政との関係で
は，長野県の報告中に「医療組合ニ付キマシテ
ハ上伊那郡ソノ他ニ設立運動ガアリマスガ中心
人物ノ面白クナイ場合ニハ県トシテハ傍観的態
度ヲ持シテ居リマス」（p.29）との発言がみられ，
医療利用組合運動に対する国家行政支配の側面
が顕わであった。
　さて，第一の医療利用組合の事業に関して
は，岩手県の佐藤公一報告では，薬草組合（岩
手県薬草販購利組合連合会）が利益を計上する
ほどの「好成績ヲ収メ」，「組合病院熱ハ非常ニ
盛ンナルモノデ其ノ後二病院ガ設立サレ近ク
十三ケノ組合病院ガ生マレル運ビニナッテ居リ
マス」（p.23）と，医療利用組合・薬草連の事業
が組合員及び地域社会の健康と医療に非常に積
極的な役割を果たしていることが窺えるが，秋
田県の報告では，「医療組合ノ問題デアリマス
ガ欠点ガ段々出テ参リマシタ。医療組合ガ真ニ
本質ニ適スルカドウカ考エサセラレテ居リマ
ス」（pp.27-8）としていくつかの問題点を指摘
している。一つは，組合員が医療利用事業を「産
業組合ト云フヨリモ只安イ実費施療組合ト考
エ」，設立時の「意気」がなく，そのため「出資ノ
点ガ第一回以降甚ダ悪イ」ことである。これは
健康及び医療に関わる生活の協同化としての医
療利用事業の持続可能性に関わる問題である。
二つめは，「医師ハ俸給ノ値上ゲ要求シ」，その
結果「医師ソノ他ノ人件費ノ支出ヲ収入ノ 5 割
以内ヲ以テ標準トシマシタガ夫レガ 6 割ニモ及
ンデ来ルト経営ハ困難ニ陥」る傾向にあること
である。これは医療利用組合という非医師によ
る医療機関経営のあり方，現代的にいえばクリ
ニカル・ガヴァナンスに関わる問題である。三
つめは，各種診療科設置の要求や分院の配置及
びその内容についての要求など「施設ノ不備ニ
対スル利用者ノ不満」で，本院―分院という医
療資源の空間的配置をめぐっての「対立関係サ
エ発生スルニ至ッテ居リマス」と報告されてい
る。これは組合員の要求と医療利用組合の経営
能力との関係に関わる問題である。両県の報告
からは，医療利用組合運動に対する人々の期待
が極めて大きいことと，医療利用事業の現実的
な展開のなかで様々な問題が生じていたこと
が分かる。それは医療利用組合運動自体の問題
であるとともに，医療利用組合行政の課題でも
あった。
　第三の医療利用組合連合会組織に関しては，
二つの議論があった。一つは岩手県における医
療利用組合運動の連合会組織による「統制」方
針が34年 4 月の段階で既に存在していたこと
である。佐藤公一は県下において医療利用組合
運動が発展している状勢をふまえ，「指導方針
トシテハ薬草販売組合ノ利用部ト医療組合トヲ
統制シ又医療施設及医師ノ配置モ連合会ヲシテ
統制セシメヨウト思イマス」（p.25）と述べてい
る。その後広区域単営組合の改組統合を伴う岩
手県医薬販購連合会（県医薬連）の設立（36年 3
月定款変更認可，10月事業開始）に帰結する「医
療組合統制協議会」が結成され，「医療産業組合
統制案」が確立されたのは35年11月の医療利
用組合協議会及び郡市部会長合同会議において
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であった。県医薬連設立による医療利用組合運
動の統制方針が示されたのは35年 4 月の第14
回協議会での佐藤公一報告においてであった。
後述するように，第14回協議会では医療利用組
合のあり方に関する農林省方針が示され，それ
との関連で佐藤報告がなされ，種々の議論がな
されたが，第13回協議会では，要録をみる限り，
何等の議論もよばなかった。この統制方針は佐
藤個人のものではなく，田中産業組合課長の
「岩手県デハ有無互イニ相通ゼシムル意味カラ
連合会ヲ組織スル手筈ニナッテイマス」（p.133）
という発言にみられるように，農林省中央も了
承していたことだった。しかしながら，どのよ
うに連合会組織に統制するのかは必ずしも具体
的にはなっていなかった。
　このことは，連合会組織に関するもう一つの
議論から分かる。静岡の柏木主任官が「柑橘販
売組合連合会」について「此ノ連合会ハ産業組
合ノ精神的結合ヲ根本的ニ打チ壊ス事ニナリマ
ス之ニ付テハ明日徹底的ニ意見ヲ述ベタイト思
イマス」と発言したことに対する田中産業組合
課長の発言に突然医療利用組合の事業区域に関
する事柄がでてくる。この発言は郡を超える事
業区域の産業組合形成を否定する農林省の立場
からのものであるが，要録からはこの前後の議
論が一部とんでいるように思われる。田中産業
組合課長は「医療組合ノ区域ニ付イテハ之ハ特
殊組合デアルノデ郡以上ノモノヲ認メマス。之
ハ人ノ生命ニ関スルモノデアリ而モ実ニヨク利
用サレマス」とし，医療利用組合については人
命に関わる事業であるが故に，また病院の設立
などに多くの資金を要することもあって，郡を
超える事業区域の組合形成を容認した。これに
ついて富山県の平等主任官が「一市四郡ノ医療
利用組合ヲ作リタイト思イマスガ如何デスカ」
と質問したのに対して，蓮池事務官は「郡区域
ノ組合ヲ作リ夫レガ連合会ヲ組織スル様ニシテ
戴キタイ」と答えて，さらに，埼玉県の伴主任
官から「余リニ郡区域ニコダワルノモ如何カト
思イマスガ」という質問がなされたのに対して，
田中産業組合課長は「其ノ趣旨ハヨク分リマス
ガ吾々ハ杓子定規デ行カネバナラヌト思イマ
ス」と答えた（pp.132-3）。この質疑をみるかぎ
り，この時点では少なくとも郡区域までの医療
利用組合形成を，それが単営組合であっても是
認していることが分かる。また，蓮池の発言か
らは「連合会組織」は既存の医療利用組合の連
合体であって，後に連合会組織のあり方として
確定するような町村産業組合を所属単位組合と
する連合会組織では必ずしもないことが分かる
だろう。しかしながら，産業組合行政は基本的
には中央―地方を通ずる国家機構に対応してな
されるのであり，それによって産業組合の組織
形態及び事業区域も規定されることも強調され
ており，このことが連合会組織形態が確定され
る際にも貫徹されることになる。
Ⅱ　医療利用組合をめぐる内務省衛生
局と農林省との相剋
　 1 ．内務省衛生局の医療利用組合政策　
　農林省による医療利用組合政策がその事業区
域や組織形態に関しても確定したのは，35年 4
月の第14回協議会においてであった。「はじめ
に」で引いたこの協議会での蓮池事務官の発言
にあるように，「其ノ問題ハ内務省衛生局カラ
地方庁ヘ通牒ガ出テイルヤウデアリマス。之ハ
農林省トシテハ知ラナカッタコトデアリマス
ガ，後ニナッテ判明シタ所ニヨルトソンナニ区
域ノ大キナ医療組合ヲ認メルコトハ適当デナイ
トイフノデ」あった［経済更生部，1936，p.321］。
蓮池の発言では，この内務省による通牒がいつ
の，いかなる内容のものであったは明らかでは
ない。［拙稿，2013］で，内務省衛生局の医療利
用組合政策が確立したのは，33年医師法改正・
診療所取締規則が制定された後の，34年 5 月の
全国警察部長会議における白松篤樹医務課長の
発言によってであったとした。蓮池の発言と拙
稿とは異なるが，それはどういうことなのであ
ろうか。そして，蓮池がいう「通牒」とはいかな
るものなのであろうか。
　そのことを知る手がかりは，佐賀県知事が内
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務省宛に行った「信用組合の医療施設に関する
件」の照会に対する，衛生局長による回答（衛
第1751号，34/11/5）である。県知事による照
会は，「信用組合等の利用事業として医療施設
を為さむとするものに対し客年診療所取締規則
公布の際」こうした「組合等の如きものに於い
て医療設備を為すが如きは之を公共団体と認め
ず，従って許可せざる方針やに聞及」んでいる
が，信用組合等による医療利用事業＝医療施設
を認可して良いか否かを確認するものであっ
た。これに対する衛生局長の回答は，産業組合
法によって各種の事業を行う組合は「医師法の
所謂公共団体に非ず私法人なれども」「医療利
用事業を兼営せんとするものに対し絶対的に許
可せざる方針無之」として，産業組合による医
療利用事業の設立認可がありうるという法規
定・法解釈を確認したうえで，公共団体に非ら
ざる非医師による病院及び診療所の開設認可に
関わる考え方・方針は「警察部長及び衛生課長
会議」等で「縷々指示」した方針であること，さ
らに認可権限を有する地方長官（東京府は警視
総監）宛の「昭和 8 年10月21日内務省発衛第
120号内務次官通牒」「医師法中改正法律，歯科
医師法中改正法律及び之に付属する命令施行に
関する件」［内務次官，1933］によってしかるべ
く措置することを求めた［医海時報（以下，医
海），34/12/1，p.25］。「衛生課長会議」における
指示とは，34年 6 月 6 日に開催された衛生課長
会議での大分県衛生課長による「医療利用組合
が欠損を生じても補填する方法がないやうな組
合でも許可してよいか」，つまり医療利用事業
単営の組合を許可してもよいかとする質問に対
する白松医務課長の回答を指す。白松課長は，
「利用組合が単純に医療費を軽減することが目
的であるならば」「直ちに許可することは出来
ない」としたうえで，「唯山間僻地に於て医師の
居ない地方で利用組合を作る場合には医療普及
の目的からして許可すべし」だと回答した。し
かも，こうした医療利用組合の場合には「購買
組合も合致しているから基礎も固い」，つまり
町村兼営組合であればその経営的基礎も堅実で
あろうとして「許可すべし」とした。それに対
して，「数郡連合してやるようなもの」つまり広
区域単営組合は，「必ずしも医療費も廉くなく，
又内容も開業医に優って居るとは思われぬ」と
して，こうした場合は「開業医自身で解決すべ
き」だと述べた。この発言は，5 月の警察部長
会議での発言と同趣旨のものであった［医海，
34/6/16，p.28］。この衛生課長会議について付
け加えておくべきことは，34年度で終了するこ
とになっていた恩賜時局匡救医療救護事業の善
後処置に関する件の協議において，佐賀県衛生
課長から「医療救護の永久性を保たす為に医療
利用組合を作らし，之に国又は府県が補助する
やうにしては如何」という発言があったことで
ある。例えそれが無医地域における医療普及に
関わっての発言であったとしても，医事行政担
当者のなかにも，医療利用組合を人々の健康と
医療を確保するために必要なものとして積極的
に評価する者があったことを確認しておきたい
［同上，p.27］。したがって，衛生局による医療利
用組合設立認可基準は，33年10月の改正医師
法・診療所取締規則の施行細則に関する内務次
官通牒及び警察部長会議での白松医務課長によ
る回答発言に示されていることになる。蓮池が
いう「通牒」とは，これである。
　この33年10月の内務次官通牒には，必ずし
も，産業組合が行う医療利用事業の設立認可に
関してその事業区域・組織経営形態などの基準
についての直接的な指示はみられない。33年医
師法改正・診療所取締規則によって医療利用組
合は非医師が開設する医療機関として，農林部
局による産業組合としての事業認可と衛生部局
による医療機関としての開設認可との二重の認
可を要するようになった。内務次官通牒は，非
医師の診療所開設認可にあたって，「開設せん
とする者の資産・信用状況・人物・性行等を調
査し診療所を経営するに適当なる者のみに認
可」を与えることや，社会事業目的からする施
療や軽費診療事業を行うものを除いて「医業報
酬額に付いては其の所在地の医師会に於ける医
業報酬標準規定ある場合に在りては原則として
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之に準拠せしむべき」ことなど，医師法・施行
細目・医師会令・診療所取締規則の内容・解
釈を再確認することが中心的な事項となってい
る。医療利用組合に関すること，あるいはそれ
を想定したと考えられる指示事項には，「三以
上の診療所の開設は医療乏しき僻陬地以外には
原則として之を許可せざること」がある。これ
は，都市や市街地に病院を開設し周辺地域に診
療所網を展開しようとする広区域単営組合ある
いは連合会の事業を抑制するとともに，その事
業展開を自由開業医制に適合的なものとし，自
由開業医制の下では医療資源の配置が乏しい僻
陬地にそれを導こうとする衛生局の意図を感じ
させるものである。33年医師法改正・診療所取
締規則の下での医療利用組合の二重の認可制に
関して，内務次官通牒は，医療機関の開設者が
法人であってその目的が専ら医療機関の経営に
ある場合も，また産業組合による医療利用事業
のように「法人の目的の一部が診療所（病院を
含む）の経営に在る場合」にも，「其の法人の設
立に付他の法令に依り許可又は認可を必要とす
るとき」，すなわち二重の認可が必要な時には，
法人あるいはその事業の「設立手続きと診療所
の開設手続きとは同時」に行わせること，そし
て「法人設立の認可又は許可の権限が地方長官
に存する」場合には，その「認否の方針は診療
所開設の許否の方針決定を俟って之を決するこ
と」とした。つまり，非医師が開設する医療機
関である医療利用組合の場合には，農林・内務
衛生の二重の許可制の下に置かれるようにな
り，衛生部局による医療機関としての開設認可
に関わる意思決定が先行してなされなければな
らないことが，ここに明示された。これによっ
て，衛生局が医事衛生行政の面から医療利用組
合をしっかりと管理指導体制下におき統制する
手がかりを得，行政権限において農林省に対し
て優越性を確保しようとする意図が明確にされ
たといってよい。診療所・病院の許認可権限を
有する地方長官は内務官僚であり，「官制の上
では，各省は，その所管の事柄に関しては地方
官を指揮できること」になっていたとしても，
その地方官の「人事権」は「内務省が握ってお
り」，「地方官に命令する権威」は「内務省から加
勢をしてもらわなければならないという事情」
にあり［大霞会編，1980，p.171］，内務省が「内
政の総括者たる地位」［同上，p.171］にあったよ
うに地方長官は地方行政の「総括者」たる位置
にあったことにも留意しておくべきであろう。
　医療利用組合の事業区域を一町村規模の兼営
産業組合とし，できるだけ医師なき地域での設
立を促していこうとする，34年 5 月の全国警察
部長会議における白松医務課長の発言は衛生局
の医療利用組合設立認可「基準」としての意味
をもっていた［医海，34/5/26，p.25］。但し，そ
れを厳守するだけの行政権限を衛生局は持って
いなかったが。このことは，衛生局の法学士池
田清志の講演・論文でも確認できることである
［池田清志，1935］。池田は「医療制度私見」のな
かで，まず，医療利用組合という存在自体につ
いて「忌憚なく私の意見を申し上げますならば，
産業組合法による医療利用組合の如き医療施設
の利用は法律の正しい適用ではないと思ひま
す」，あるいは医療利用組合の設立認可の申請
があれば「私はノーと回答を與へたいと思ひま
す」と述べている［同上，p.11］。このことは，医
療利用組合運動が全国化し，広区域単営組合さ
らに医療利用組合連合会が設立されているこの
時点においても，まだ衛生局内には産業組合に
よる医療利用事業という存在そのものに疑問・
疑惑がわだかまっていたことを示唆している。
しかしながら，医療利用組合の現存在を法的に
否定することは困難であることを承知したうえ
で，33年医師法改正によって，医療利用組合に
ついて産業組合行政の側面からだけではなく，
「その事業の目的たる医療に対して，矢張り衛
生行政上の要求を充たす」ことを求めることと
なったとした。そして，とりわけ医療利用組合
の事業区域について問題を提起している。病院
などの医療資源を確保するためにはより多くの
組合員によるより多くの出資を要するわけで，
この面から医療利用組合の事業区域が郡単位さ
らには数郡単位と広域化する傾向にあるが，こ
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のことは逆に組合員の医療利用の時間・コスト
を過大にしており，医療利用を制約する要因に
なっている。また，事業区域が広域化し，しか
もその区域内の都市あるいは市街地に医療機関
を設けることになった場合には，既存の開業医
などの医療機関との「競争を激化」することに
もなる。自由開業医制を前提とする衛生局の立
場からして，1）医療利用組合については無医
地域のような「医療機関の分布普及の為に役立
つような地域に於いてその必要を認める」，2）
そして，下層の者も「何とかして組合費を納め
られるやうにして，上層から下層まで全部を包
含する」ようにして貰いたい，3）したがって，
「一村・一町・一市を区域とする」組合の設立
を望むとした［同上，pp.11-2］。つまり，こうし
た池田の講演から窺える衛生局の医療利用組合
方針は，自由開業医制を根幹とする医療制度の
下で，町村という既存の系統的行政機構の枠内
で，しかも「部落秩序・隣保共助」を維持しそれ
を活かす事業区域及び組織形態を有する医療利
用組合の存在は認めようとするものであった。
　衛生局がこうした方針を持っていたとして
も，医療利用組合運動がすでに郡を超えるよう
な事業区域を包括する広区域単営組合に，さら
に農林省の指導のもとに33年 9 月には愛知県
碧海郡購販利組合連合会が「連合会組織による
医療利用事業」設立の認可を受けるまでに，事
業面においても組織面においても発展している
状況においては，内務省令や通牒によって医療
利用組合の存在を，無医地域に限定したり，そ
の組織形態を町村産業組合に限定することは困
難であった。
　 2 ．医療利用組合をめぐる内務省衛生局と農
林省との対立
　しかしながら，33年医師法改正による二重の
認可制の下においては，医事行政の主務官庁で
ある衛生局の考え方・方針は，農林省の医療利
用組合行政を制約する力を有していた。農林省
と衛生局との間で医療利用組合のあり方につい
て，あるいはその設立認可基準について，どの
ような調整と合意形成がなされていったのか，
その過程をたどることはできない。先に引用し
た35年 4 月段階での蓮池事務官の発言からも，
農林省側の「当惑」ぶりは窺えるが，具体的な調
整過程は全く明らかではない。衛生局側の考え
方にも，池田論文からは，何らかの変化があっ
たとは認められない。とはいいながら，農林省
の医療利用組合政策は，碧海郡購販利組合連合
会更生病院設立のための指導 1 ）や蓮池公咲の
『産業組合法通義』（1934）を経て，35年の全国
産業組合主任官協議会での「医療利用組合に関
する指示事項」に至るまでに，着々と，確実に
作り上げられていったように思われる。34年11
月30日・12月 1 日に開催された第 2 回全国医
療利用組合協議会では，産業組合中央会から，
医療利用組合が「最近ニ至リ漸次之ガ進出ヲ見
ルニ至レリ然レドモ未ダ揺籃時代ヲ出」ない状
態であるので，「内容ノ整備ト堅実ナル運営ニ
依リ組合ノ基礎ヲ鞏固ニシ其ノ機能ヲ発揮スル
ハ喫緊ノ要事」であるとして，「医療利用組合ノ
運営上留意スベキ事項ニ関スル報告並協議」が
提出され，このなかで「組合員並区域ニ関スル
事項」が協議されている。この事項に関して，
臨席していた蓮池事務官は「無闇に区域を廣め
るよりも現在の産業組合を基礎として連合会を
組織して組合員にその設備を利用せしめる方法
がいいと力説」したとされている。蓮池が意図
したことは，「組合員を充分産業組合的に訓練」
することが重要であり，そのためにも「既存の
産業組合との提携及びそれを基礎とする」こと
が必要であり，その点からしても，町村産業組
合を単位組合とする連合会組織が望ましいとい
うことであろう［産組，35/1，pp.87-8］。
　さらに，蓮池の発言で注目すべきことは，「東
北地方に於いては比較的広範囲のものを必要と
し，中国・関西方面は狭くするのが妥当であら
う」と述べていることである。このことは，医
療資源の配置状況だけではなく，産業組合の発
展過程の「地域性＝地帯構成」に関わることだ
からである。小規模地主・自作農を中心に長期
にわたって安定的な産業組合形成とその経営を
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続けてきた中国・関西方面の産業組合と，大規
模地主のもとで小作農を中核とする土地所有・
農業経営がなされ産業組合が未発達といわれ
てきた東北地方［産業組合中央会，1938；協調
会，1935］。この対比。町村産業組合が充分に発
達した地域において医療利用組合連合会設立の
「可能性」があることはその通りなのだが，問題
は人々が自らの医療をどれほど必要としてい
るかであり，既存の町村産業組合のあり方がそ
うしたニーズを結集し，組織化するのに相応し
い性格のものであるかである。「産業組合ノ社
会的経済的地位ニ関スル調査」［産業組合中央
会，1934］が明らかにしたような，地主・自作
農支配型の産業組合がこうした地域社会におけ
るニーズを組織化することができず，医療利用
組合がこうした情況を乗り越えていった側面の
あることを蓮池自身が認めていたのではないの
か。だからこそ産業組合の大衆化の一つの柱と
して，農事実行組合等の法人加入とともに，医
療利用事業が重視されたのではなかったのか。
あたりまえのことであるが，「可能性」と「現実
性」とは必ずしも一致しない。
　医療ジャーナリズムによるこの全国医療利用
組合協議会に関する報道をみると，医療利用組
合運動の現状についての認識不足のためか，蓮
池事務官の発言についてのまとめ方が極めて不
十分であった。蓮池発言は町村産業組合を単位
組織とする連合会形成に強調点があったにもか
かわらず，医療ジャーナリズムは医療利用組合
の「連合会組織」についての認識に欠けていた
ためか，「区域は一町村四種組合で結構である」
という部分だけが強調されることとなり，新潟
県中越医療利用組合の三宅正一が「町村単位も
結構であろうが，総合的病院がなければ良医を
招聘できない」とする発言とが，いきおい対照
的で，場合によっては農林省と医療利用組合運
動側との間に齟齬があるかのような感を抱かせ
るものとなっている［医事衛生（以下，医衛），
34/12/5，p.6］。蓮池発言は，総合的病院の設立
を求め，それを実現するところにまで発展して
きている医療利用組合運動の経営的・資金的・
人材的・産業組合主義的精神的基礎を確固たる
ものにしていく内的起動力を認め，それに依存
しつつ，「部落秩序・相扶共済」を再生・維持・
強化しつつ系統的指導及び事業組織を通じて医
療利用組合運動を官僚主義的に統制していこう
とする意図からのものであった。したがって，
蓮池発言は，一面的に事業区域を一町村四種組
合に限定しようとするものでもなければ，医療
利用組合運動の展開を放任するものでもなかっ
た。医療利用組合運動の側からも，この協議会
において広区域単営組合である購利組合厚生病
院（鳥取県倉吉町）が，「健康ナル身体ヲ以テ福
利増進ニ努力シ健全ナル社会ノ建設」にこの医
療利用事業の目的があるのだから，「産業組合
ノ本質ニ立脚シ組合員ノ負担ノ減少ヲ計ルト共
ニ廣ク利用ノ途ヲ開拓」するために「単営医療
利用組合ヲ郡（縣）産業組合連合会ノ利用事業
ニ併置スルノ件」を提出している。この件に関
しては，既に33年に碧海郡購販利組合連合会更
生病院の設立が認可されている事実が確認され
た［産組，35/1，pp.89-90］。
　この第 2 回全国医療利用組合協議会には，内
務省衛生局の池田清志が臨席しており，東京医
療利用組合の黒川泰一の「地方衛生局に於ける
許可方針は統一されていない。内務当局の方針
は開業医第一主義」であるという発言に応えて，
「当局の方針は次官の依命通牒，地方長官或は
警察部長会議に於て指示した通りである。許可
の範囲は地方長官に任せてある」とした。この
池田発言は，先に引いた34年11月の衛生局長
「衛第1751号」と同一趣旨のものであった［同
上］。農林省側の考え方と衛生局側のそれとは
平行線のままであった。
　全国医療利用組合協会（全医協）にとっては，
農林省及び内務省衛生局それぞれの医療利用組
合政策・設立認可基準を明確にし，両者の考え
方をすりよせ，統一させることが，両省庁の指
導・保護の下で自らの運動を発展させるために
も必要なことであった。このことは医事行政の
主務官庁たる衛生局にとっても，産業組合行政
の主務管庁たる農林省にとってもいえることで
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あった。全医協は，翌35年 2 月に，内務省衛生
局及び社会局，そして農林省（蓮池事務官）か
ら関係官を招いて，第 2 回医療利用組合研究会
を開催した［産組年鑑，1935，p.220］。この研究
会でも，前年の全国医療利用組合協議会をうけ
たかたちで，「組合員並区域に関する事項」が協
議された。この研究会が開催された時期からし
て，蓮池事務官からはその後に開催予定の全国
産業組合主任官協議会での「医療利用組合に関
する指示事項」の内容が話されたのではないか
と思われるが，残念ながら，医療ジャーナリズ
ムも含めて，この研究会での発言についての記
載を見いだせていない［医海，35/3/2，p.40］。
Ⅲ　農林省による医療利用組合政策の
確立――医療利用組合運動の連合
会組織による系統的統制
　 1 ．農林省による「医療利用組合の効果」に
ついての認識
　農林省は経済更生運動・時局匡救医療救護
事業が展開されるなかで，そして内務省衛生局
による医師法改正がなされるなかで，医療利用
組合についての調査を踏まえて，33年 4 月に
「産業組合組織ニ依ル医療利用組合ノ効果」を
公表した。このなかで，医療利用組合の効果と
して指摘されたことは，①診療費を軽減し得る
こと，②開業医なき町村にも医療を普及するこ
と，③中小産者に対し医療を受ける機会を容易
にし，疾病の予防を期し得ること，④産業組合
として国家からの指導監督を受けるとともに，
保護特典を享受でき，組合員組織であるために
経営堅実で永続性があること，⑤比較的良医を
利用し得ること，⑥一般開業医をして医療報酬
を低減させる間接的効果があること，の 6 点で
あり，「之を要するに組合員の経済の改善と保
健衛生の向上に至大の効果あり」と総括された
［医海，33/4/29，p.12］。農林省は医療利用組合
の効果についてこうした認識を持ち，当時盛ん
に言われたように，「第63回帝国議会において
決定された方針」［例えば，33年 1 月の中央衛
生会総会での農林省村上畜産局長の発言。医療
と社会（以下，医・社），33/2/1，p.87］に則って，
すなわち，経済更生運動の重要な柱であり，農
村においては「其産業経済ノ唯一ノ機関タルニ
至」り，「農村ノ非常ナ不況」に鑑み「一層産業
組合ノ活動ヲ促進シテ，普ク之ヲ利用」させる
ことが「洵ニ必要ナ，急施ヲ要スル」［帝国議会
衆議院委員会議録，1992，p.4］という政策にし
たがって，医療利用組合をも発展させようとし
た。
　さらに，34年 9 月までに，農林省が東大農学
部に委嘱して行った「農民経済と医療費調査」
［医・社，33/9/13，p.4］などを踏まえ，先の見
解をより精緻化するかたちで，「医療利用組合
の効果」を「経済的効果」，「組織的効果」，「社会
的効果」のそれぞれの側面から明らかにし，公
表した。農林省は医療利用組合の経済的効果と
して，先の「効果」のうち，①，⑤，④の 3 点を
あげた。①については診療費・薬品其の他材料
費等を軽減し，「組合員の経済生活上影響少な
からざること」を指摘した。組織的効果につい
ての 3 項目が新たにあげられ，1）開業医と異
なり医師は経済採算を顧慮することなく診療が
できること，2）患者たる組合員の希望を医療
の実際に反映させることが可能なこと，そして
3）系統機関を通じて相互扶助が行われ，組合
経営上の便益が大であること，が指摘された。
ここで指摘された「組織的効果」は極めて重要
な意味をもっている。なぜなら，非営利・協同
の自主的組織であるが故に，医師の専門的能力
を充分に発揮させることが可能なのであり，日
常的な診療を通じてまた総代会をはじめとする
組合員自身が参加する意思決定過程を通して，
医療専門職との協同によって組合員が必要とす
る医療内容を実現できる（＝極論だが，組合員
が医療を「我がもの」としていく）ことを指摘し
ているからである。さらに，医療利用組合の組
織形態として系統的相互扶助が行われる連合会
組織あるいは他の諸事業との連携を求める産業
組合としての内的論理があり，また農林省の側
からは医療利用組合運動を連合会組織によって
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系統的に統制していこうとする意思があること
が分かる。社会的効果としては，先の「効果」の
うち，②，③，⑥の 3 点をあげ，②の医療普及に
関しては「開業医無き町村並良医無き地方にも
医療の普及」をなすとした。ここには医療利用
組合を医師なき地域に制限しようとする内務省
衛生局の考え方に対して，市街地や都市におい
ても人々が必要とする「医療に欠ける状態」が
あれば積極的に医療利用組合の設立を促そうと
する農林省の考え方が反映している。農林省は
こうした考え方に拠づいて，衛生局や医療利用
組合側と協議・折衝・交渉を通じて，医療利用
組合政策を確立していった。それは医療利用組
合運動を町村産業組合を単位組合とする連合会
組織によって系統的に統制しようとするもので
あった。医療ジャーナリズムは，これを農林省
が「従来放任状態にあった医療利用組合の統制
を期す」意図からのものであると報じた［医衛，
34/9/26，p.3］。
　 2 ．農林省による医療利用組合政策の確立
　35年 4 月に開催された第14回協議会は，農
林省による医療利用組合政策が確定されたとい
う意味で極めて重要なものであった。その政策
は，以下でみるように，医療利用組合のあり方
＝組織形態を確定し，しかも町村産業組合を細
胞組織とし，連合会という系統機関による統制
を基本とすることで，中央―地方を通ずる国家
行政機構の枠組みに対応してそれを位置付ける
ことで，農林省（及び内務省）による指導・監
督・統制をより強固なものとすることを企図し
たものであった。そこには広区域単営組合のあ
り方など医療利用組合運動内に「自由主義的傾
向」をみる官僚機構の側からの国家統制の意図
があったことにも注意を要する［拙稿，2010］。
　この協議会で「経済更生部産業組合課長注
意事項」として指示された「医療組合ニ関スル
事項」は 8 項目にわたった［経済更生部，1936，
pp.18-20］。
　第 1 項目は「医療利用組合ニ関スル許可認可
ニ関スル件」で，これは既に32年 9 月の第11回
協議会で指示されたことでもある。「産業組合
法施行規則第19条ノ 2」が医療設備を有する組
合または連合会の設立，合併，あるいは郡，市
区を超える医療利用組合の区域変更などについ
て農林大臣の指揮を請うことを求めると規定し
ている。ところが，「此等ノ申請アリタルニ拘ラ
ズ徒ニ其ノ処分ニ関スル手続ヲ甚シク停滞セシ
ムル事例少カラザルノミナラズ許可若ハ許可拒
否ノ意見ニ基キ農林大臣ノ指揮ヲ請ハズシテ事
実上拒否ノ結果ヲ来サシムル事例」すらあった
とし，「医療普及ノ現今ノ実情ニ在リテ此種事
業ノ重大性ニ鑑ミ民間ニ擡頭セル医療利用組合
ノ純正ナル指導ニ遺憾ナキ」ことを求めた。こ
の指示は，それまで地方によっては，あるいは
内務官僚たる地方長官の「政治性」による恣意
的な指導，判断がなされていた実態があったこ
とを窺わせる。
　第 2 項目は「医療利用組合医師選定指導ニ関
スル件」で，これは医師の選定が組合役員や他
の組合員の縁故によって情実的になされる場合
もあり，「官公立学校ノ責任者，産業組合中央会
府県等ヲ通ジ公的ニ人選」をなすように指導す
ることを求めるものである。
　第 3 項目は「病院診療所ノ施設計画樹立ニ関
スル件」で，これは「大区域ニ亘ル連合会若ハ郡
ノ区域ヲ超ユル単位組合ニ於テ病院施設ヲ為ス
モノ」は設立当初より分院，診療所，出張所を
配置することを求め，それによって事業区域全
般に医療資源が普く行き渡り，組合員による事
業利用が容易になされ，もって医療利用組合設
立の目的たる健康及び医療の保障が確実，的確
になされることを求めたものである。
　第 4 項目は「医療利用組合設立運動ノ監督ニ
関スル件」で，これは医療利用組合設立の動機
が「開業医師ノ患者獲得又ハ維持」にあったり，
医師が「所有病舎其他ノ設備ヲ買収」させ「自ラ
組合ノ専属若ハ嘱託ノ医師」になろうとするよ
うな「産業組合精神ニ背馳セル動機ノ下ニ組合
設立運動ヲ為スモノ」もみられるとし，こうし
た事態がないように厳重に監督することを求め
たものである。このことは社会改造的意図を持
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つような医療利用組合運動であっても，それを
「国家が哺育する産業組合の枠組み」に統制し，
その枠組み内でしか運動をさせないことを意味
していた。
　第 5 項目は「医療利用組合ノ設立計画ニ関ス
ル件」で，これは「設立許可後病院開設迄ニ設立
許可申請書ノ計画ヲ著シク変更」する事例があ
るとして，重大な変更理由がない限り「設立許
可申請当時ノ計画ヲ厳重ニ励行」するよう指導，
監督することを求めたものである。
　第 6 項目は「小区域単位医療利用組合ノ区域
拡張ニ関スル件」で，これは「既存ノ小区域ノ単
位組合ガ郡区域ノ範囲ニ於テ区域ヲ拡張セント
スル場合ニ在テハ将来連合会組織ニ誘致スル一
般的指導方針ニ支障ナキ様充分注意」すること
を求めたものである。このことは次の第 7 項目
の「組織方法」についての方針に関わるもので
ある。
　第 7 項目は「医療利用組合ノ組織方法ニ関ス
ル件」で，これは，医療利用組合のあり方を，基
本的には，市町村単位の兼営組合か，もしくは
町村兼営組合を基礎的単位組合とする連合会組
織とするものである（表 1）。「基本的に」とい
うのは，数ケ町村を区域とする「小病院ヲ施設
スル」広区域単営組合を認めていることと，将
来「連合会組織ニ改ムルコトヲ前提」とした「郡
程度ノ区域ニ依ル単位組合」の設立をいわば経
過的措置として認めているからである。これに
よって初めて農林省の「医療利用組合組織方法」
方針が確立されたのであり，また連合会組織と
は如何なるものであるかということも確定され
たのである。連合会組織は単なる既存の医療利
用組合の連合体なのではなく，町村産業組合を
細胞組織＝所属単位組合とする連合会組織であ
る。それは，前年の第13回協議会での蓮池事務
官の発言とは違い，単位町村産業組合―郡区域
連合会あるいは県区域連合会，そして中央会に
よる指導監督という産業組合の「系統機関」の
あり方＝枠組みに医療利用組合運動を位置付け
直すものであり，中央―地方を通ずる国家行政
機構に即してそれを統制していくための「組織
方法」であった。
　経過的措置として連合会組織改組を前提とし
た広区域単営組合を認めるという方針に拠づ
いて，京都購利組合の（歯科）医療利用事業や
医療購利組合陶生病院（愛知県瀬戸市，35年12
月設立認可，36 年 11 月事業開始，43 年 6 月県
信販購連に譲渡・統合）［公立陶生病院，1987，
pp.34-44］が35年度に認可されたが，その後連
合会組織に改組転換することができなかったた
め「広区域単営組合」のままであった。この方針
は36年度には変更され，新たに広区域単営組合
が認可されることはなかった。産業組合側でも
37年に策定された産業組合拡充三ヶ年計画で
も，自ら診療所など医療諸資源を有して行う町
村四種兼営産業組合による医療利用事業を別に
すれば，町村産業組合を単位組織とする医療利
用組合連合会の設立と既存の広区域単営組合の
連合会組織への改組を計画目標とした。といっ
ても，その一方で，既存の広区域単営組合で，
町村産業組合が未発達などのため連合会組織へ
改組転換する条件がない場合には，その組織形
態を維持し続けた。
　第 8 項目は「医療利用組合ニ関スル報告ノ件」
表 1　第 14 回産業組合主任官協議会における医療利用組合の組織方法に関する産業組合課長注意事項
（イ）　 小診療所ヲ施設スル単位組合ハ原則トシテ市町村区域ノ四種兼営組合ヲ標準トスルコト。
（ロ）　 小病院ヲ施設スル単位組合ハ其ノ最小限度ノ数ケ町村ヲ区域トスル程度ニ止メシムルコト。
（ハ）　一般病院ヲ経営スルモノニ在リテハ町村四種兼営組合ヲ基礎トスル連合会組織ニ依ラシムルコト。
（ニ）　 町村四種兼営組合ヲ基礎トスル連合会組織ニ依ルトセバ単位ノ町村区域ノ組合ノ発達極メテ遅レタル為経営不可
能ナルトキハ将来町村単位四種兼営組合ノ発達ヲ俟チテ之ニ其ノ組合員ヲ還元シ連合会組織ニ改ムルコトヲ前提
トシテ郡程度ノ区域ニ依リ単位組合ノ設立ヲ認ムルモ止ムヲ得ザルコト。
出所）［農林省経済更生部，1936，p.20］。
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で，これは通達に拠づいて事業報告書，財産目
録，貸借対照表，及び医療事業に関する報告書
を「必須ノ資料ナルヲ以テ充分注意ノ上」9 月
30日までに提出することを求めたものである。
　 3 ．医療利用組合政策をめぐる報告と議論
　この「医療組合ニ関スル事項」に関係して，協
議会の第 3 日に，「状勢報告事項第 7 医療ニ関
スル組合及連合会ニ関スル発達ノ経過並ニ現状
ニ付報告ノ件」で岩手県の状況について佐藤公
一農林主事が報告を行った。佐藤報告は，気仙
郡矢作村信販購利組合が30年に開始した「農山
村四種兼営組合ノ利用事業トシテノ医療施設」
からの医療利用事業の発展過程について述べ，
県区域での薬草連への各種医療利用事業の統制
計画を展望したものであった。佐藤は，無医村
やそれに準ずるような農山村の四種兼営組合に
よる医療利用事業は，例えそれが他町村に居住
する開業医との診療契約による週一回程度の診
療であっても，往診料や受診のための機会コス
トを節約し，組合員の医療サービス利用の機会
を保障するものであり，四種兼営であるが故に
例え医療利用事業が財政上欠損をだしたとして
も他事業からの内部補填が可能であるため，そ
れを持続可能にする「妙味」（p.167）があるとし
た。
　しかしながら，組合員の利用率を高め，また
その健康と医療を確保するためには「設備ノ完
璧ヲ計ルヨリ方法ガナク」，そのためには単一
の町村産業組合の経営力量では無理であり，よ
り広い区域から経済力を結集せざるをえない。
「爰ニ必然的ニ」広区域組合あるいは「連合会ノ
必要」が「痛感サレ」ることになる。岩手県でも
33年 3 月の購利組合盛岡病院の設立以降35年
4 月時点までに設立許可申請予定も入れて「1
市13郡下ノ医療組合網ガ完成スル」見込みで
あった。こうした事業区域が広い医療利用組合
や連合会においては組合員全ての健康と医療を
普く保障するためには，事業区域全体に医療資
源を配置する「病院―診療所―巡回診療」網を
展開する必要がある。佐藤は「理想案トシテハ
町村ノ四種兼営組合ヲ以テスル医療利用組合連
合会ヲ組織シ県一円ヲ統制シ各病院ノ収支ガ共
同計算ニナル様」にすることで，「医療ノ普及ト
統制ト其ノ経営ノ安定トヲ期」（p.178）す方法
があるとした。ここには，人々の医療ニーズに
拠づき，事業の安定的な持続可能性を求める医
療利用事業の「組織発展の内的論理」があるが，
しかし，このエネルギーは国家による上からの
統制の下に置かれ，健康及び医療面からの人々
の国家統合＝支配に結果していくことになる。
また，いくつかの広区域単営組合の例にみられ
るように，区域内地方自治体からの補助や「協
同」がなされていることも指摘されており，い
わば医療における「公―協コンプレックス」の
状況がみられた。この点にも注意を要するであ
ろう。
　医療利用組合の連合会組織による統制を図る
に際しては，既に広区域単営組合が存在してい
る場合には，その連合会組織への改組を伴うこ
とになる。岩手県においては，広区域単営組合
を組織するにあたって無産者運動としての「実
費診療所」＝軽費診療所に由来するものもあっ
たが，産業組合郡部会が町村長会とも協調，連
携しながら運動を展開してきたという点では，
郡区域での町村産業組合を所属単位組合とする
連合会形成，そして県区域での連合会形成が容
易であるようにみえるが，現実には，「県下ノ町
村組合ガ貧弱」（p.205）なためそう簡単ではな
かった。そこで，まず第一次計画として「地方
別ニ単一ノ医療組合」＝広区域単営組合「ヲ組
織セシメテ連合会ニ加入」（pp.205-6）せしめる
こととした。「単一ノ医療組合」を組織するに際
しては，予め「県下ノ統制ニ方リテハ無条件デ
参加スルト言フ念書」をとった。こうした既存
の医療利用組合が組織変更せずに連合体を形成
する第一次計画は，34年の協議会での蓮池事務
官の発言内容と一致するものである。この第一
次計画にいう連合体形成の後に，「各地方医療
組合ヲ解散シテ組合員及出資ヲ夫々当該町村組
合ニ還元セシメ，出資ハ其ノ儘組合ノ連合会出
資ニ振替セシメ設備一切ヲ連合会ニ移管セシメ
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ル」「第二次計画」が進められる。このことは医
療利用組合連合会組織形態及び既存医療利用組
合の連合会組織への改組の方法が確定したこと
を意味している。これによって「県下医療組合
統制機関トシテノ連合会」（p.209）たる県医薬連
の組織化が展望されることになった。連合会方
針は34年段階から35年段階へと発展している
ことを確認できる。ここに至るまでには，中央
会岩手支会，県当局，そして農林省蓮池事務官
の協調した取り組みがあったことが記録されて
いる［産業組合中央会，1939，p.11］。この過程
のなかで，農林省としても医療利用組合連合会
の組織方法，組織形態に関わる方針が確定し，
これによる運動の統制が展望できることになっ
た。
　こうした連合会組織を形成することによっ
て，岩手県では，①既設病院の直営，②所要薬
品の製剤配分，③温泉療養所または海浜療養所
等の経営，④医師，薬剤師，産婆，看護婦等の養
成及び監察，⑤巡回診療の派遣，等々の「事業
統制」が目論まれた。さらに，佐藤は，医療利用
組合事業の発展のために農林省としても「内務
省方面ニ於テモモット組合病院ノ設立ニ御声
援」を願えるよう働きかけること，地域の全て
の人々が事業を利用しうるよう産業組合加入を
促すために法人加入を勧める，あるいは医療利
用事業の員外利用を法制上可能にすること，そ
して組合所属医師の健康保険医指定を内務省に
迫ることを求めた（p.212）。
　連合会組織による医療利用組合運動の統制は
府県レベルでの連合会形成に留まるのではな
く，佐藤公一が主張するように，「医療組合ノ将
来ヲ考ヘマスルニ縣連合会位ヲ以テシテハ克
ク其ノ目的ヲ達シ悪イ，進ンデ更ニ全国的機関
ヲ必要トスル様ニ考ヘ」られる。産業組合拡充
五ヶ年計画においても系統組織形成及びその利
用が課題とされていたが，その実現の遅れが意
識され，産業組合界においても重要な課題とし
て議論されていた。『産業組合』34/11号は「産
業組合の系統組織制に付いて」の特集号であり，
その「巻頭言」において千石興太郎副会頭は産
業組合運動にとって「地方的特異性と地方的自
主性の必要を無視することは許されない」とし
ながらも，「我が国においては産業組合の系統
組織は普通に所謂三段階制と称せらるるもので
あって個々の産業組合は地方的連合会により
て，又地方的連合会は全国的連合会によりて，
其の協同運動を強化し統制するの制度となって
いる」ことを強調している。千石の言のように，
産業組合運動の側からも国―府県―市町村とい
う国家機構に即した統制が強調されていること
に注意を要する［千石興太郎，1934］。
　医療利用組合に関する産業組合課長「注意事
項」と佐藤公一による「状況報告」をうけてな
された議論においては，員外利用を可能とす
る法改正に努力することが確認されたほかは，
「医療機関ニ関スル統制」に発言が集中した。と
いっても，「協議会要録」では（速記中止）（p.217）
になっているので，「医療機関ニ関スル統制」を
行うための連合会組織のあり方について何がど
こまで議論されたは詳らかではないが。議長た
る田中長茂産業組合課長は農林省が連合会を主
張する理由として「其処ニ在ル単位組合ダト別
ニ設備ヲ作ラネバナラヌガ，連合会デアレバ所
属組合ハ簡単ナル事務所デモ結構デアリ，日ニ
一回ナリ二回ナリ医者ニ来テ貰ヘバヨイノデア
ル。単営組合ダト経費ノ関係デ困ルコトニナル
ガ之ガ四種兼営ダト何トカシテ遣リ繰リシ連
合会ヨリノ医者ノ巡回ガ可能トナル」からだと
いう。つまり，人々の医療利用の機会を広範な
人々の経済力によって広く均霑し，四種兼営組
合の経済力によって経営的な安定性・継続性を
確保することに，連合会組織による医療利用事
業統制の意義をみている（p.215）。しかしなが
ら，連合会―所属産業組合―組合員の組織的関
係を中心とした連合会組織のあり方について農
林省中央と地方産業組合主任官との間に共通し
た認識が存在していたわけではない。「協議会
要録」において（速記中止）になっているのは，
恐らくその間に相対立するような相当激しい
やりとりがあったことを窺わせる。それは，佐
藤公一の手記が裏書きしている［全国厚生連，
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1968，pp.153-5］2 ）。「協議会要録」では，蓮池事
務官が，連合会を構成する「町村組合タル所属
組合」は「所属組合ニ設備ガアルト否トニ拘ラ
ズ，所属組合ハ所属組合連合会ノ設備ヲ利用シ
得ル」（p.217）ことを確認し，所属町村産業組合
はその定款に「○○組合連合会ノ有スル利用設
備ヲ利用ス」（p.219）とすることで，医療利用事
業を行うことを規定すればよいとされた。さら
に，医療事業利用に伴う経理については，代金
支払いに関わる伝票は連合会→所属組合→組合
員とまわり，支払いは組合員→所属組合→連合
会となされ，所属組合の医療利用事業会計，連
合会の医療利用事業会計がそれぞれ処理される
ことも繰り返し確認された（p.218）。
　協議会最終日に再び産業組合課長注意事項
「医療組合ニ関スル事項」についての確認と議
論がなされた。医療組合の設立認可申請があっ
た場合には，それを認可する場合であっても，
拒否する場合であっても必ず農林省に回付し，
指揮を受けること，経営の安定のためにも医師
の選定は慎重にすること，そして「広範ナ区域
ノ医療組合ノ設立認可申請ノ場合ハ，初メカラ
支所，出張所ノ計画ヲ樹テテ出シテ貰ヒタイ」
（p.318）ことが確認された。議論においては，医
療利用組合をめぐって，産業組合行政を管轄す
る農林省と医事行政を管轄する内務省との間で
見解が分かれ，対立があること，とりわけ「郡
ヲ超ユル単位組合」については「内務省ノ方針」
として「広区域ノ組合ハ以前ダカラ認メラレテ
イタガ，今デハサウ云フ広大ナモノハ認メナ
イ」ことになっているようだとの発言が長野県
地方事務官からなされ，この点に関する農林省
の認識，両省間の打ち合わせ状況についての確
認がなされた。これに蓮池事務官が答えた内容
が「はじめに」に引用したことである。蓮池の
発言は農林省「医療組合ニ関スル事項」が確定
するに至る農林省―内務省間関係を明らかにし
ており，またその政策事項の性格をも示すもの
である。蓮池は，衛生局が郡もしくはこれを超
える広区域の医療利用組合の設立を認めること
は適当ではない旨の「通牒」を出していること
を認めたうえで，「農林省ハ知ラナカッタ」とし
た。そして，「内務省ニ正面カラ反対スルトイフ
ヨリモ」，郡もしくはそれを超える広区域の事
業区域の医療利用組合であっても，それが「町
村ノ単位組合ノ連合組織デヤル方ガ弾力性モア
リヤリ易イ」として，内務省を説得し，「理由ハ
違フガ結果ニ於イテ単位組合トシテハ町村区域
ニスルコトニ一致シタ」。「医療組合ニ関スル事
項」にみる農林省の方針は，蓮池発言からも明
らかなように，町村産業組合の発展状況やその
医療利用事業への取り組み方などの地域的な事
情によっては「単位組合ハ地方的ニハ郡単位ヲ
認メルコトモアル」，つまり郡を事業区域とす
る医療利用事業単営の組合を認めることがある
ということだが，その場合であっても町村産業
組合を単位組合とする連合会組織に改組する展
望を明らかにすることを原則とした。田中産業
組合課長も，改めてこの点を確認し，「原則トシ
テ単位組合ノ場合ハ町村区域ノ四種事業」でや
ること，数町村の小病院を事業とする場合はと
もかく，郡規模に及ぶような広区域医療利用事
業においては「連合組織ニシテ戴キタイ」とし，
「今迄ヨリモ一層厳重ニ此ノ原則ニヨラナイモ
ノハ認メナイト云フ方針」であることを強調し
た（pp.321-2）。蓮池や田中の発言からは，この
間医療利用組合をめぐって内務省と農林省との
間にはとかくの齟齬があったが，ともにその運
動を国―府県―市町村という国家機構の枠組み
にそって権力的・官僚的に統制するという意図
のもとに「一致点」をみいだし，内務省は医事行
政の側から，農林省は産業組合行政の側から町
村産業組合を単位組織とする連合会組織によっ
て統制するという政策を確立したということが
できる。
　ここでいう統制とは，例えば，32年の第11回
協議会における「経済更生部長（小平権一）挨拶
及指示」で，「農村経済ノ更生ハ農家経済各部門
ニ亘リテ合理化シ農家全体ガ相互扶助，隣保共
助ニ依リテ一体ト為リテ統制アル施設ヲ行ハナ
ケレバナラナイノデアリマス或ハ家計ニ於テモ
或ハ必需品ノ購入ニ於テモ或ハ農村金融ニ於テ
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モ総テ之ヲ産業組合ニ統制シ之ヲ確実ニ実行ス
ルコトニ依リテ其ノ目的ヲ達成スルコトガ出来
ルノデアリマス」と述べているように［経済更
生部，1933，p.9］，農家経済を「産業組合に統制」
するということは，広義国防国家あるいは高度
国防国家を構築しようとする国家が，「国家に
よって哺育されてきた」産業組合による「自治
的」「統制」を通して農家経済を「統制」しよう
としていることを意味していた。医療利用組合
の連合会組織による統制もまたそうしたものと
して理解されるべきである。
小括と展望――農林・厚生両省「共管」
への道
　農林省による医療利用組合政策は35年 4 月
の第14回産業組合主任官協議会によって確立
された。しかしながら，それは，その時点まで
の医療利用組合運動の発展状況を反映したもの
であり，確かに政策の根幹部分，すなわち，単
独での町村兼営医療利用組合を別にすれば，町
村産業組合を単位組合とする連合会組織によっ
て系統的に統制すること，及び既存の広区域単
営組合の連合会組織への改組を進めることを
確定したが，その一方で運動エネルギーを保存
し，それが可能にする組織形態＝広区域単営組
合を過渡的に或る期間認めながら，やがてこれ
が連合会組織をとり得るまでに成熟することを
待つこととした。
　農林省は医療利用組合政策及びその根拠を周
知する意味もあって，35年 6 月に「医療利用組
合の現況」を公表した［農林省農務局，1935］。
農林省はこの文書において，まず「凡ての産業
経済の原動力は，強健な肉体」であり，「国民の
自力更生も経済振興も国民の健全なる身体と生
命とを前提」としてのみ実現しうることだとし
た。したがって，「開業医制度の現状に於ける社
会的欠陥と，救護医療，国民健康保険其の他の
機能の不十分とを民衆が明らかに意識」するよ
うになれば，人々が自らの健康と医療を確保し
ようとする要求に拠づいて「相互扶助の精神を
根幹として結合し，協同に出資して組合員の生
活過程に於ける保健衛生並びに疾病治療に必要
なる」人的・物的諸資源を「総有」のもとで経営
管理する医療利用組合を設立することは必要で
あり，必然のことであった。医療利用組合は町
村兼営組合から広区域単営組合へと発展し，さ
らに連合会組織による「堅実且つ統制的設立運
動の動向性」をもつまでに至っており，農林省
は，将来の医療利用組合のあり方は連合会組織
にありその「弾力性と連絡統制力」を生かすこ
とが必要であり，それによって，事業経営の「円
滑」と「堅実」を実現し，診療機関網を都市ある
いは市街地と農村部とに張り巡らせることが可
能になり，農山漁村地方での救療をも実現しう
るとした。最後に，「社会施設的重要な役割」を
果たしてきた医療利用組合運動に対して「厳正
公平の立場よりの指導誘掖こそ相俟って真に国
家社会に於ける医療問題を解決する要因であ
る」ことを強調した。こうして，農林省は自ら
の政策の根拠を示すことでその正当性を主張
し，内務省衛生局を牽制した。
　経済更生部は 36 年 5 月には「医療利用組
合の情勢と特色」を公表した［農林省農務局，
36/5］。この文書は，医療利用組合の進展に対
して「各方面からの反対論が勃興し，或いは極
端な誤解に基づく論説さへ散見」されることに
関して，その運動を指導・監督し，自己の行政
権限の下で発展させようとする経済更生部とし
ての医療利用組合観，その性格規定を明示し，
これについての政策内容及び方向性，そして政
策根拠がどこにあるかを提示し，農務行政関係
者だけではなく，広く社会全般に対してこれら
を知らせる意図を持っていた。そのため，経済
更生部はこれを「官報」（36/6/24；36/7/1 各
付録）にも掲せた。この文書の内容，医療利用
組合の性格規定は，蓮池公咲論文「最近に於け
る医療利用組合問題を論ず」と同様のものであ
る［蓮池公咲，1935］。こうした反対論や誤解は，
医療利用組合が医療の「消費者の立場に在る農
山漁村住民及都市勤労中小産者が受療者として
の立場から」自らの医療問題を生活の協同化に
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よって解決しようとするものであることを認識
しないものであり，そこにある「社会情勢や民
衆の欲求を全く無視」したものである。開業医
制を中心とする医療制度において「国民の経済
力と医業の企業化に依る医療報酬との調和」を
如何にするかが「今時の重要焦眉の課題」であ
り，医療諸資源の空間的配置とともに，「中小産
者の経済力と医療費負担」とを調和させる一つ
の方法として医療利用組合が設立されたことを
しっかりと認識し，理解することを，この文書
は求めた（p.19）。
　経済更生部は「医療利用組合の医療機関とし
ての特色」の一つとして，「農山漁村に於いて医
療文明の恵沢を民衆化する機能を有する受療組
織である」ことを挙げた。しかし，農山漁村住
民だけではなく，都市勤労中小産者にあっても
その経済力では「近代的医療の恵沢に依り其の
生命身体の保全を期する事は甚だ望み薄い事」
だとして，ここに「受療者としての自主的協同
による医療施設を要望し，医療費の合理化を目
的」とする医療利用組合が実現されたとしてい
る。したがって，内務省衛生局がめざす方向と
は異なり，経済更生部は農山漁村においても都
市においても，近代的医療を享受できない人々
の自主的協同組織としての医療利用組合の発展
を期待していたことになる。しかも，それは「系
統組織に基づき単位組合より連合会組織」とな
り，さらに「一地方の連合会組織はやがて全国
的連合会組織にまで伸張」していくことを展望
した（pp.23-4）。
　二つめの特色として「医療利用組合は中小産
者及無産者の為の受療組織にして，更に区域内
居住者の保健衛生上の社会施設たる活動を為し
つつある」ことを挙げた。これは医療利用組合
が保健活動―医療―保険共済の三位一体的事業
を目指していたこと，いわば組合員家族及び居
住地域まるごとの健康づくりを目指していたこ
とを指摘したものである。32年産業組合法改正
によって農事実行組合等が産業組合に法人加入
することができるようになり，産業組合が行う
各種の事業を通じて小作貧農を含む「隣保共助・
相扶共済」の実を医療利用組合があげることが
可能になった（p.24）。
　三つめの特色として「医療利用組合は医師の
農山漁村に於ける医業生活を経済的に安定せし
め，医療報酬の支払いを保証する受療組織」で
あることを挙げた。これは医療利用組合が医業
経済を合理化し，自主協同の組織を形成するこ
とで自らの医療問題を解決することを目指すも
のであり，そのために町村産業組合さらに農家
実行組合を加えることで村落の末端に至るまで
の系統的組織統制と事業間協同による事業安定
化と継続性を確保し，保健活動―医療事業―保
険共済を一体的に運営することで組合員及び地
域居住者の健康と医療を確保し，医療経済を安
定化することに資することを指摘したものであ
る。
　この文書は経済更生部の医療利用組合政策の
考え方及びその内容の全体像を示したものとみ
てよい。それは，医療利用組合運動を連合会組
織によって系統的に統制するものであり，しか
もその系統的組織は行政の系統的階層に対応し
たものであり，農事実行組合の法人加入の実現
によって村落の末端までを包括するものであっ
た。連合会組織の広がりも，すでに行政単位で
はなかった郡レベルのものから府県連合会へ，
さらには全国連合会への発展を展望し，また医
療利用事業単営の連合会ではなく事業兼営連合
会の医療利用事業部としての連合会組織をも将
来像として想定している。
　こうして農林省の医療利用組合政策が確立し
たとはいえ，医療利用組合についての農林省側
の考え方と衛生局側のそれとが変わらないまま
であったために，お互いに他者の考え方に異論
を持ちながら，農林省は連合会組織による医療
利用組合運動の系統的統制を図ることとなり，
衛生局（その後厚生省）はあくまでも医事行政
の立場から医師法・診療所取締規則を遵守し非
医師による医療機関である医療利用組合の設立
認可にあたることになる。33年医師法改正によ
る非医師が設立する診療機関である医療利用組
合の二重の認可制は統一されたものとして存
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在したのではなく，二重のものとして存在し続
け，両者間に齟齬・軋轢があり，疑念・批判が
消えることはなかった。37年時点でも，医療利
用組合をめぐって農政部局と衛生部局とが対立
する情況がみられた。一例をあげれば，産業組
合中央会第48回支会役員主事協議会で島根県
から「我が県は医師会との軋轢が盛んである。
衛生課長が医師であって産業組合運動を阻止せ
んとする傾向がある」との発言があった［産組，
37/3，p.120］。医療利用組合のあり方をめぐる
［日本医師会］［内務省衛生局＝厚生省］と［農林
省］［産業組合＝医療利用組合］との対立・対抗
関係は，員外利用問題にせよ，健康保険医指定
問題にせよ，具体的な問題ごとに時代情況のな
かで妥協が図られ，解決されていかざるをえな
かった。こうした事態が解消されるためには，
医療利用組合の農林・厚生両省による「共管」
が実現されなければならなかった。それが実現
したのは，「戦時保健国策」が展開されていた42
年 8 月であった。
注
1 ） 設立認可に至る経緯について『産業組合』に掲載
された「視察記」は次のように記している。「その
設立の動機となったものは連合会の二十周年記
念，皇太子殿下御降誕記念であった。この頃は縣
でも連合会組織による組合病院の許可を躊躇して
いたが，農林省の岡本事務官から連合会組織の可
能なるを聞き，昭和八年初め役員会にかけ，組合
病院に理解ある名古屋医大の田村学長の意見を
たたいたのである。定款や診療規定は主として農
林省の蓮池事務官の指示を受けた」［産組，35/9，
p.79］。
2 ） 佐藤公一の手記は『産業組合史未定稿』を公刊中
であった産業組合史編纂会に宛てたものである。
佐藤手記の内容と「速記中止」がある「第14回協
議会要録」の内容とは一致しない。岩手県農協中
央会企画部次長などを歴任した佐々木公男は，佐
藤から聞いたこととして，35年 7 月に福島県で開
催された産業組合関係の「東北六県指導主事会議」
においての出来事であるとしている［佐々木公男，
1987，pp.227-230］。これもまた，農林省の政策判
断内容とこの会議の時期とが食い違い，受け入れ
がたい。佐藤手記の内容には，今となっては確認
できない不思議な部分がある。
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